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１ 野菜の作付面積（令和元年）

○ 中国四国地域においては、自然・立地条件を活かした多様な野菜生産が行われてい
るが、近年は担い手の減少などにより作付面積が減少傾向にあり、令和元年は
35,115ha（対前年比▲946ha（▲2.6％））で、全国（393,990ha）の8.9％のシェアと
なっている。

●野菜の作付面積の推移



２－１ 中国四国地域の野菜産出額（令和元年）

○ 中国四国地域の野菜の産出額は2,392億円で、全国の11.1％を占めている。また、中
国四国地域全体の農業産出額に占める野菜の産出額の割合は、近年20％代後半で推移
しており、これを県別にみると、高知県では64％、次いで徳島県36％、香川県30％、
鳥取県28％の順に高く、野菜生産は中国四国地域の農業において重要な品目となって
いる。

●野菜産出額の推移



２－２ 中国四国地域の野菜産出額上位品目（令和元年）

○ 指定野菜について、産出額の上位品目を県別にみると、なす(208億円。中国四国地
域の産出額。以下同じ。)が、高知県、徳島県、岡山県など、トマト(179億円)が、広
島県、高知県、愛媛県など、ねぎ(164億円)が、鳥取県、広島県、高知県などとなって
おり、それぞれ100億円以上の産出額となっている。

○ 指定野菜以外について､県別の産出額の上位品目をみると、鳥取県は､すいか､ブロッ
コリー､らっきょう、島根県は､いちご､メロン、岡山県は､いちご､ごぼう､広島県は､ア
スパラガス､いちご､さやえんどう、山口県は、いちご､れんこん、徳島県は、ブロッコ
リー､いちご､れんこん、香川県は、ブロッコリー､いちご､アスパラガス､愛媛県は、い
ちご､すいか､アスパラガス､高知県は、しょうが､みょうが､にらなどとなっている。

【参考】「指定野菜」とは、野菜生産出荷安定法において規定されており、消費量が相対的に多く、国民生活上その
価格の安定を図ることが極めて重要な野菜で、だいこん・にんじん・さといも・はくさい・キャベツ・ほうれんそ
う・ねぎ・たまねぎ・レタス・なす・トマト・きゅうり・ピーマン・ばれいしょの14品目。

●各県における産出額の多い主な野菜



●農業経営組織別農家数（野菜販売農家数）

○ 中国四国地域の令和２年の野菜販売農家数は16,788戸（全国比13.3％）であり、平
成27年比では69.2％（全国69.9％）と減少している。

○ 経営組織別にみると、単一経営農家が14,062戸で約８割を占め、準単一複合経営農
家が2,726戸で約２割となっている。

３ 野菜販売農家数（令和２年）

注１： 「野菜販売農家数」とは、農産物販売農家のうち、総販売金額の６割以上を野菜の販売額が占める農家数。
注２： 「単一経営農家」とは、農産物販売金額の１位部門の販売金額が農産物総販売金額の８割以上を占める農家。
注３： 「準単一複合経営農家」とは、農産物販売金額の１位部門の販売金額が農産物総販売金額の８割未満６割以上の農家。
注４： 農産物販売金額の１位部門の販売金額が農産物総販売金額の６割未満の農家については、複合経営という。



４－１ 野菜指定産地等（令和２年度）

○ 中国四国地域の野菜指定産地は112産地で、全国の12.6％を占めている。平成28年度
からの推移をみると、近年減少傾向にある。(対28年度比：94.9％(全国：98.3％))

○ 品目としては、ねぎ、きゅうり、だいこん、トマト、なすの指定産地が多い。
○ また、特定野菜等の対象産地は227産地（令和３年３月現在）となっている。

●野菜指定産地一覧（令和３年５月現在）

●野菜指定産地数の推移（令和３年５月現在）

【参考】
野菜指定産地：指定野菜（消費量
が相対的に多く、国民生活上その
価格の安定を図ることが極めて重
要なキャベツ、たまねぎ等の14品
目の野菜）の生産、出荷の近代化
を計画的に進め、その安定を図る
ため、集団産地として育成してい
く必要があると認められる産地を
農林水産大臣が指定するもの。

特定野菜等の対象産地：特定野菜
（消費生活上及び地域農業振興上
の重要性等から指定野菜に準ずる
アスパラガス、いちご等の35品目
の野菜）及び指定野菜のうちから、
特定野菜等供給産地育成価格差補
給事業の対象となる産地として都
道府県知事が選定するもの。



●指定野菜の作付面積の推移

○ 中国四国地域の令和元年産指定野菜の作付面積は、21,725haで、全国の7.1％を占め
ている。平成27年産からの推移をみると、近年減少している。

○ 中国四国地域の令和元年産指定野菜の収穫量は654,162ｔとなり、全国の5.9％を占
めている。27年産からの推移をみると、作付面積の減少傾向とは若干異なった動きが
みられるが、これは天候による作柄などの要因による。

４－２ 指定野菜の生産状況（令和元年産）

●指定野菜の収穫量



４－３ 中国四国地域の指定野菜の出荷地域別割合(令和元年)

○ 令和元年における中国四国地域で生産された指定野菜の出荷先を地域別に見ると、
近畿地域が28.0％と最も多く、次いで関東地域26.8％、四国地域18.5％、中国地域
13.5％の順となっている。

○ これを、中国、四国別にみると、中国地域の指定野菜は、５割以上が域内へ出荷さ
れており、次いで近畿地域への出荷が多くなっている。

○ 一方、四国地域の指定野菜は、全国シェアが高いなす、ピーマン、にんじん、レタ
ス等を中心に８割近くが域外へ出荷されている。

●中国四国地域産の出荷地域別割合 ●中国地域産の出荷地域別割合

資料：農林水産省統計部「青果物卸売市場調査」

●四国地域産の出荷地域別割合



５ 指定野菜の価格動向（令和２年）

○ 広島市中央卸売市場における令和２年の野菜（指定野菜14品目）の卸売価格は、前
年から続く平年を下回る状況で始まったが、４月以降は暖冬で前進出荷が進み、４月
に入ってからの冷え込みで端境期が生じる等入荷不安定となり平年を上回る状況に転
じた。７、８月に入ってからは、７月の長雨、梅雨明け後(８月)の猛暑等でさらなる
供給不安定となり高騰した｡それらが落ち着き始めた９月からは平年を下回る状況で推
移した。

●広島市中央卸売市場における指定野菜の卸売価格の推移



６ 野菜価格安定制度の状況（令和元年度）

○ 野菜価格安定制度は、野菜生産出荷安定法に基づき、主要な野菜の価格が低下した
場合に生産者補給金を交付することにより、野菜農家の経営に及ぼす影響を緩和し、
消費者への野菜の安定供給を図る制度である。

○ 令和元年度の生産者補給金の交付額は、全国で19,302百万円となり前年より増加し
た。うち中国四国地域は2,179百万円で、全国の11％のシェアとなっている。

○ 近年は、台風や日照不足の影響で野菜価格が長期にわたり高騰する傾向であったが、
元年度は、適度な降雨と良好な天候で生育が順調だったことや、暖冬の影響で豊作と
なったことから、安値で推移したため、前年度より交付金額が増加した。

●指定野菜価格安定対策事業に係る交付金交付額の推移（中国四国地域）



７ 野菜の産地強化計画の策定状況（令和２年度）

○ 野菜産地において、将来においても安定的な生産供給体制の確立等を目的として、
野菜の産地強化計画を策定している。この計画では、①生産・流通の更なる低コスト
化、②契約取引の継続・拡大、③差別化・付加価値化した野菜の供給、④農業資材の
使用抑制、⑤加工・業務用野菜の安定供給の５つの戦略タイプから選択し、出荷量等
の数値目標を定めている。

○ 中国四国地域では、令和３年３月現在で222計画が策定されており、愛媛県が51計画
と最も多い。戦略タイプ別にみると、高付加価値化タイプが97計画(34％)と最も多く、
品目別にみると､きゅうり､なす､ねぎで策定数が多い。

●戦略タイプ別の策定状況（令和３年３月現在） ●品目別の策定状況（令和３年３月現在）

【参考】産地強化計画は、産地の特性や意向を踏ま
え、加工・業務用の増加といった需要動向の変化に
対応した産地の将来像を実現する産地ごとに明確な
目標を定めた構造改革を実施するための計画。この
計画を策定している産地に対しては、野菜価格安定
対策の資金造成の軽減等がある。



８－１ 中国四国地域の施設園芸（平成30年）

○ 野菜は、供給量の変動が価格に大きく影響するため、施設園芸により、気候に左右
されず安定供給することが重要。

○ 中国四国地域の園芸用施設面積は3,988haであり、６割強が野菜の栽培に利用されて
いる。なお、野菜の施設面積のうち、高知県が1,142haと最も多く、中国四国地域の５
割弱を占めている。

資料：農林水産省「平成30年度園芸用施設の設置等の状況」

●設置面積の作物別割合（中国四国地域）
●県別の園芸用施設の設置面積



８－２ 次世代施設園芸の推進

○ 施設園芸は、加温設備を主体とした装備から、温室内の環境を制御できる装置の導
入へと高度化。従来の勘と経験に基づく施設園芸から、データを活用した環境制御型
の施設園芸への転換を推進。

○ 高度な環境制御を行い、周年・計画生産を行う次世代施設園芸の推進に向けて、全
国10箇所に次世代施設園芸拠点(モデル拠点)を整備。中国四国地域では高知県に整備。

資料：農林水産省「施設園芸をめぐる情勢」



９ 加工･業務用野菜需要の状況

○ 家庭内調理向けが主体であった野菜需要は、社会構造・消費構造の変化に伴い、加
工・業務用向けの需要が拡大し、野菜需要全体の約６割を占め、今後も食の外部化や
簡易化の傾向が続くと考えられる中、加工・業務用需要へのシフトが進展するものと
見込まれる。一方、国産割合については、家計消費用ではほぼ100％が国産であるのに
対し、加工・業務用では７割程度。

●加工・業務用野菜及び家計消費用野菜の国内仕向け量の推移 ●加工・業務用需要等に占める国産割合

(注) 主要品目として指定野菜(13品目)を用いて試算
（キャベツ、ほうれんそう、レタス、ネギ、たまねぎ、は
くさい、きゅうり、なす、トマト、ピーマン、だいこん、
にんじん、さといも（ばれいしょ除く））



10 野菜の輸入動向（令和２年）

○ 令和２年の野菜の輸入量は、生鮮野菜が前年比83％の714千トン、塩蔵野菜が同81％
の69千トンと前年を下回った一方で、冷凍野菜が前年比103％の1,057千トンと前年を
上回り、野菜全体では同95％の2,588千トンで減少。

○ 生鮮野菜を品目別にみると、たまねぎが219千トンで全体の31％、かぼちゃが91千ト
ンで同13％、にんじんが84千トンで同12％を占めている。また、輸入先としては中国
からの輸入が全体の69％を占めている。

●野菜の輸入量の推移 ●輸入量の多い生鮮野菜主要品目
（令和２年）


